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公的扶助制度と労働供給の関係に関する試論的考察
──韓国の国民基礎生活保障制度による検証──

金　　　碩　浩*

１．はじめに

　韓国における「国民基礎生活保障制度」は2000年10

月の施行以降貧困層に対する最終的セーフティネットと
して機能している（韓国保健社会研究院、2020）。1990

年代後半の経済危機によって大量発生した失業者や貧困
者の救済に稼働能力者を給付の対象外とする既存の生活
保護法では限界が露呈し、稼働能力に関わりなくすべて
の貧困層を対象とする普遍的な「生計給付」1）によるナ
ショナルミニマムを保障する公的扶助制度へ、さらに
は、恩恵的な制度から権利保障的な制度としての公的扶
助改革が行われた（金、2008；イレヒョク・ナムゼヒョ
ン、2020；松江、2023）。また、国民基礎生活保障制度
の制定により、すべての国民に基礎生活を保障するだけ
でなく、稼働能力を有する貧困層の自活のために「自活
事業」も制度化され（金、2006）、稼働能力のある受給
者の経済的自立支援を国民基礎生活保障制度の核心政策
目標として明確にした。
　しかし、制度導入当時に意欲的に掲げたすべての貧困
層に対する最低生活の保障および稼働能力層の経済的自
立の促進という２つの政策目標は、制度施行以降続いて
きた低い生活保障水準の問題や受給対象から除外してし
まう貧困層の存在、自活事業成功率の低さといった問題
指摘に直面する（キムユンヨン、2015；イスンユン・キ
ムユンヨン、2016；イレヒョク・ナムゼヒョン、2020）。
　上記のような問題提起を現場のソーシャルワーカーや
当事者、研究者から受け、国民基礎生活保障制度の制定
以来最も大きな制度改正ともいえる給付体系の改正が
2015年７月に行われた。制度改正の詳細内容について
は後述するが、改正の方向性は次の通りである。まず、
改正前の既存の制度では「all or nothing」の一括給付体
系を採用していたが、2015年の改正により生計給付、

医療給付、住居給付、教育給付、出産給付、葬祭給付、
自活給付の７つの給付のうち、申請の際に審査を伴う生
計給付、医療給付、住居給付、教育給付について、それ
ぞれの審査基準を適用し一部または全部の給付が受けら
れるように個別給付制度へと転換した2）。次に、受給者
の選定基準となる貧困線について、絶対的貧困線から相
対的貧困線に修正した。主要改正内容の最後として扶養
義務者の範囲を緩和したことが挙げられる。
　このような制度改正を可能にしたのは、当事者や支援
者の声が届いたという側面もある一方、国民基礎生活保
障制度に関する様々な政策評価研究が活発に行われたこ
とも一つの要因である。
　国民基礎生活保障制度に関しては多種多様な研究が行
われているが、制度改革に大きな貢献をしている研究分
野は、国民基礎生活保障制度の貧困削減効果分析であ
る。国民基礎生活保障制度の貧困減少効果が生活保護制
度より大きい（ソンビョンドン、2004）、制度施行後の
2000年代の貧困削減効果が徐々に増加している（キム
テワンほか、2010；キムテワンほか、2011）、貧困層の
規模を縮小するよりは貧困ギャップを緩和する効果の方
がより大きい（ジョンジウンほか、2016）という研究が
これに該当する。また、比較的に最新のパネルデータを
用いて分析を行った韓国保健社会研究院の研究（イテジ
ンほか、2020）では、2015年の給付体系改正以降の貧
困率減少効果が増加したという研究結果を報告してい
る。
　次は、本稿の研究内容でもある労働供給効果に関する
先行研究である。イサンウン（2004）とビョングムソン
（2005）は、制度導入直後のデータを用いて就業有無と
労働時間の変化を分析し、受給者にとって基礎生活受給
は労働供給にネガティブな影響が強いことを明らかにし



表１　韓国における国民基礎生活保障制度の受給者数と受給率の推移

2010年 2011年 2012年 2013年 2014年 2015年 2016年 2017年 2018年 2019年 2020年 2021年
受給者数
（千人）

1,550 1,469 1,394 1,351 1,329 1,646 1,630 1,582 1,744 1,881 2,134 2,360

受給率（％） 3.1 2.9 2.7 2.6 2.6 3.2 3.2 3.1 3.4 3.6 4.1 4.6

注：韓国政府のホームページ「e‒国家の指標」より作成（https://www.index.go.kr）
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た。これらの研究と関連して、パクサンヒョン・キムテ
イル（2011）は質的研究方法を用いて受給者の労働意欲
とモラルハザードについて分析を行い、基礎生活受給が
労働意欲の低下とモラルハザードの形成に影響を与える
という結果を報告しており、上記の負の労働供給効果を
裏付ける形となった。一方、ジョンソンジ・ハゼヨン
（2019）は分析対象を青年層に限定した上、勤労誘因効
果分析を行い、2015年改正の前後を比較することで勤
労誘因効果を測ったが、統計的に有意ではないという結
果を報告した。
　貧困政策の効果を分析する際の最も重要であると考え
られる貧困削減効果と労働誘因効果の先行研究について
概観したが、貧困削減効果については2015年給付体系
改正の前も後も一定の傾向性のある研究結果が得られて
いることがわかる。しかし、労働誘因効果については、
改正前を対象とした研究では主に負の効果が報告されて
いるが、改正後の研究は効果を検証するための十分な先
行研究が行われていないのが現状である。公的扶助制度
のもう一つの政策目標でもある労働誘因による経済的自
立の効果を具体化するためにもより多くの研究が求めら
れている。
　したがって、本稿では韓国の国民基礎生活保障制度に
おける2015年の給付体系改正が基礎生活保障受給者の
労働供給にどのような影響を与えているのかを試論的に
分析しその効果を明らかにすることとする。

２．2015年改革の概要

　本研究の効果検証対象となる2015年改正の主要内容
を検討する前に、2015年改正の影響がどの程度のもの
なのかを受給者数と受給率の推移をベースに確かめてみ
よう。表１は11年間の受給者の推移と受給率の推移を
表している。2015年改正により2014年と2015年の間に、
受給者数は約317,000人が、受給率は0.6％が上昇してい
ることが確認できる。2012年から2015年までは貧困層
が急増するような大きな社会的な変化がなかったので、
2015年改正の影響がいかに大きかったのかが推察できる。
　韓国政府は2014年12月30日に国民基礎生活保障法の
改正を行い2015年７月に施行することにより、従来の
制度に大きな変化を与えた。2015年改正の最も大きな

特徴としては、以下の２つが挙げられよう。
　まず、一括給付システムから個別給付システムへの転
換である。自活給付は稼働能力を基準に自活事業への参
加有無が決まる。葬祭給付と出産給付は一時給付の性質
を持つものである。これら３つの給付を除く生計給付、
医療給付、住居給付、教育給付の給付方式が変化したの
である。最初の国民基礎生活保障制度の設計によれば、
受給者の選定基準はすべての給付において同一であり、
いったん受給者となった場合は７種類の給付をすべて受
けられる資格が与えられた。しかし、2015年改革によ
り一律的であった審査基準を４つの給付毎に差別化する
と同時に、給付別審査を行い、該当する給付を個別に受
けられるようにした。生計給付については所得認定額が
基準中位所得の30％以下、医療給付については所得認
定額が基準中位所得の40％以下、住居給付については
所得認定額が基準中位所得の43％以下、教育給付につ
いては認定所得額が基準中位所得の50％以下であれば
受給できるようにした（イテジンほか、2020）。
　次に、所得の審査基準を政府が物価水準や国民の生活
水準等を考慮して算定していた既存の「最低生計費」を
撤廃し、相対的貧困の概念を適用した客観的な「基準中
位所得」を用いることとなった。この改正により、政権
交代によって最低生計費が変わるという恣意性の論争は
減少した。
　最後の大きな特徴としては、扶養義務の範囲を大幅に
縮小したことである。扶養義務者の範囲については、
2000年制度制定当時では、①直系血族とその配偶者、
②生計を共にする２親等以内の血族であったが、2005

年改正により、①１親等の直系血族とその配偶者、生計
を共にする２親等以内の血族に範囲の縮小が行われた。
さらに、2007年以降は、①１親等の直系血族とその配
偶者のみが扶養義務者の範囲となった。これに加え、
2015年改正により個別給付制度が導入されたことより、
教育給付においては扶養義務制度が廃止された。住居給
付に関しても2018年10月より扶養義務制度が廃止され
ている（保健福祉部・韓国保健社会研究院、2020）。
　このような注目に値する2015年の給付関連改革が受
給者の勤労関連行動にどのように影響を及ぼすかが本研
究の関心事である。
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３．研究内容

　本研究では韓国の国民基礎生活保障制度の2015年改
正がその受給者の労働供給にいかなる影響を及ぼしてい
るかについて、傾向スコアマッチング（Propensity Score 

Matching，PSM）と差分の差分推定法（Difference-in-

Differences，DID）を用いて統計的推定を行い、その効
果を明らかにすることを研究内容としている。また、本
稿では労働供給を図る指標として、就労有無、年間勤労
時間とその増加率、年間勤労収入とその増加率という３

つの従属変数を用いている。

４．研究方法

⑴　データ

　韓国では国策研究機関が多数のパネルデータを構築し
て学術研究者が手軽に活用できるように無料で公開して
おり、比較的簡単にインターネットからデータを入手する
ことが可能であるため多くの研究者が活用している。福祉
と労働と関連するパネルデータとしては、韓国労働研究
院が構築している「韓国労働パネル調査」（Korean Labor 

& Income Panel Study, KLIPS）と、ソウル大学と韓国保
健社会研究院が共同で調査を行っている「韓国福祉パネ
ル調査」（Korea Welfare Panel Study, KoWePS）がある。
　韓国労働パネル調査は、非農村地域に居住する者を対
象に、経済活動や労働市場の移動、教育及び職業訓練、
所得活動及び消費、その他社会生活を追跡調査してい
る3）。そのことから、比較的に都市部に居住する人々の
雇用や就労に関する研究に最適といえる。一方、韓国福
祉パネル調査は一般国民の多様な福祉ニーズに対応する
ための調査を行っているだけでなく、貧困・低所得層を
はじめとする脆弱層の規模及び生活実態を動態的に把握
するために構築している4）。
　上記の特徴を踏まえ、本研究では韓国福祉パネル調査
（KoWePS）を用いて分析を進めることとする。具体的
には、国民基礎生活保障制度の2015年改正が行われる
直前年である2014年に調査を実施した第10年次調査と、
その４年後の2018年に調査を行った第14年次調査を用
いて分析を行う。制度の改正前と改正後を比較するため、
2016年度の調査や2017年度の調査を用いてもよいが、
制度の定着には少し時間がかかることを考慮して2018

年の調査を用いることとした。
⑵　傾向スコアマッチング法 5）

　政策効果分析の精度を高めるためには、トリートメン
トグループ（treatment group）とコントロールグループ
（control group）の属性は類似するほど望ましいとされ
る。そこで、統計的にグループ間で属性が似通ったサン

プルを集め、それらをマッチングさせて比較するマッチ
ング推定が開発されている（山本、2015）。
　傾向スコアマッチング（Propensity Score Matching，
PSM）は、複数の属性 Ziをもとにマッチングする代わ
りに、属性からトリートメントグループに入る確率 Pi

のことを指す傾向スコア（Propensity Score）予測し、そ
の予測値を用いてマッチングを実施する方法である。傾
向スコア Piは、トリートメントグループを１とするダ
ミー変数 TREATMENTiを説明変数、属性 Ziを説明変数
とする下記の⑴式のロジットモデル（logit model）を推
定し、その予測値として求めることができる。

Pr (TREATMENTi = 1|Zi) = eα + βZi
⑴1 + eα + βZi

　傾向スコアは属性 Ziをもとに算出されるため、傾向
スコアの近いサンプルをマッチングさせれば、結果的に
属性 Ziに近いトリートメントグループとコントロール
グループを比較していることになる。
　そこで本研究では、後述する差分の差分推定（DID

推定）を施すことにより韓国の国民基礎生活保障制度に
おける2015年改正が基礎受給者の労働供給にどのよう
な影響を与えているのかを分析する。サンプルに対して、
トリートメントグループとコントロールグループを類似
させるために、韓国福祉パネル調査の第10年次調査
（2014年調査）と第14年次調査（2018年調査）を用いて、
国民基礎生活保障制度の受給有無を従属変数とした傾向
スコアを推定し、トリートメントグループとコントロー
ルグループのマッチングを行った。本稿のマッチングで
用いた従属変数と独立変数は表２にまとめられている。
　マッチングを行う際にはキャリパー（caliper）の値と
して傾向スコアの標準偏差の0.2倍がよく用いられるた
め（唐永ほか、2018）、本稿でもそれを準用している。
コントロールグループとトリートメントグループの比率
については、4：1マッチングを行った。その結果、
16,202個のサンプルのうち、コントロールグループのサ
ンプル数が15,297個、トリートメントグループのサンプ
ル数が905個となった。さらに、傾向スコアの近いサン
プルを対象に4：1マッチングを行った結果、最終的に
4,380個のサンプルが選ばれ、コントロールグループの
サンプル数が3,504個、トリートメントグループのサン
プル数が876個選ばれた。下記の図１は傾向スコアマッ
チングを行う前後の傾向スコアの分布を比較したもので
ある。傾向スコアマッチングによって異質の集団が比較
可能な類似した集団として変わっていることがわかる。



表２　傾向スコアマッチングの変数

変数 変数の説明
従属変数 基礎生活保障の受給有無 受給＝1、非受給＝0

独立変数

個 

人

年齢 歳
性別 男＝1、女＝0

教育水準 専門学校退学以上＝1、高卒以下＝0

健康状態
５点尺度
非常に悪い＝1、悪い＝2、普通＝3、良い＝4、非常に良い＝5

就業 就業＝1、非就業＝0

世 

帯
世帯員数 人

　世帯形態6） 一般世帯＝1、脆弱世帯＝0

0 .2 .4 .6 .8
Propensity Score

Untreated
Treated: On support
Treated: Off support

0 .2 .4 .6 .8
Propensity Score

Untreated
Treated

図１　傾向スコアマッチング前後のスコア分布
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⑶　差分の差分推定法

　政策効果の分析手法としては費用対効果分析をはじ
め、様々な分析手法があるが、本稿では、政策の変更や
プログラム等の導入の効果を測定する際に最適化してい
る因果推定手法の一つである「差分の差分推定法」
（Difference-in-Differences，DID）（以下、「DID推定」と
いう。）を用いることとする。
　政策変更効果の大きさを測るためには、効果を測りた
い分析対象としてのトリートメントグループと、その比
較対象となるコントロールグループを設定しなければな
らない。この両グループの平均値の変化の差を比較する
ことにより、政策変更効果の大きさが推定できる。そし
て、DID推定ではトリートメントグループとコントロー
ルグループの制度実施前後のアウトカムの差を算出し、
さらに、その差についてグループ間での平均的な差を測
る。これが DID推定で想定される平均処置効果（Average 

Treatment Effect, ATE）である。表３の δが平均処置効果
（ATE）であり、本研究において推定しようとするもの
となる。
　したがって、本稿の DID推定では次の⑵式のような
推定式を用いる。

　　　Yit =  α + βTREATMENTit + γYEARit 

+ δ (TREATMENTit・YEARit) + Xit + Fi + vit ⑵

　ただし、Yitは政策効果の指標、TREATMENTitはトリー
トメントグループに１、コントロールグループに０をと
るダミー変数、YEARitは制度改正後が１、改正前が０を
とるダミー変数、Xitはコントロール変数、Fiはパネル
データにおける固定効果、αは固定項、 β, γ, δ,   は各変
数の推定係数、vitは誤差項を表す。したがって、推定
係数の一つである δの特徴に本稿の関心がある。
　本稿で DID推定のために使用する変数の詳細は表４に
まとめられている。従属変数としては就労有無、年間勤
労時間および年間勤労収入を設定している。独立変数と
しては、2015年度の制度改正後を意味する2018年を１、
改正前を意味する2014年を０とする時期ダミー、基礎生
活保障受給者を意味するトリートメントグループを１、比
較対象となるコントロールグループを０とするグループダ
ミーを設定した上、今回の研究目的でもある基礎生活保
障受給者に対する制度改正の効果を測定するための交差
項ダミーを用意した。そして、コントロール変数として
は年齢、性別、教育水準、健康状態、結婚、年間年金受
給額、世帯主有無、世帯員数等を用いて分析を行った。



表３　差分の差分推定の原理

2015年改正前（2014年）
（YEARit=0）

A

2015年改正後（2018年）
（YEARit=1）

B
差B-A

トリートメントグループ
（TREATMENTit=1）

⑴
α＋β α＋β＋γ＋δ γ＋δ

コントロールグループ
（TREATMENTit=0）

⑵
α α＋γ γ

差⑴-⑵ β β＋δ
δ
(DID)

表４　差分の差分推定に用いる変数

変数 変数の説明

 従属
変数

就労有無 就労＝1、非就業＝0

年間労働時間 年間労働時間（1年間就労した月×就労した月の平均労働時間）
年間勤労収入 単位：万ウォン

独立
変数

時期ダミー 2018＝1、2014＝0

トリートメントグル
ープダミー

トリートメントグループ＝1、コントロールグループ＝0

交差項ダミー 時間ダミー×グループダミー

コントロ
ール変数

年齢 歳
性別 男＝1、女＝0

教育水準 高校卒業以上＝1、高校卒業未満＝0

健康状態 非常に悪い＝1、悪い＝2、普通＝3、良い＝4、非常に良い＝5

結婚 結婚（同居）＝1、その他＝0

基礎生活保障受給 受給＝1、非受給＝0

年間年金受給額 万ウォン
世帯主 世帯主＝1、その他＝0

世帯員数 人
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５．分析結果

⑴　記述統計

　記述統計の結果は表５に詳細にまとめられている。サ
ンプル数は4,380個である。まず、本稿で検証しようと
する従属変数について概観すると、就労有無については
45％程度が就労をしている、１人当たり平均年間勤労時
間は934時間、１人当たり年間勤労収入は1,307万ウォ
ンという結果が得られた。そして、性別は約41％が男
性、平均年齢は47.6歳であった。
⑵　受給者の就労有無に与える影響

　ここでは2015年度の制度改正が受給者の就労有無に
ついてどのような影響を与えているかを分析するため
に、４種類の推定モデルを設定してロジスティックス回
帰分析を行った。DID推定を行うために、時期ダミー
とトリートメントグループダミーを設定した上、DID

推定のために２つのダミー変数の交差項について分析を
行った。その結果は表６にまとめられている。

　まず、モデル⑴では独立変数のみで単純推定を行った
が、いずれも統計的に有意ではなかった。推定モデル⑵
では性別と年齢を、推定モデル⑶では結婚、世帯主、世
帯員数をさらに追加しており、推定モデル⑶では教育水
準、健康状態および年間年金受給額を加えた式で推定を
行った。コントロール変数を追加したモデル⑵からモデ
ル⑷においてもモデル⑷のトリートメントグループダ
ミー以外は有意ではない結果が得られた。モデル⑷では
トリートメントグループダミー変数の推定係数が-0.203

（p<.05）の有意な結果が得られ、国民基礎生活保障受給
者であれば、就労に負の影響を与えている結果となっ
た。
　上記でも簡単に言及したが、本研究で明らかにしよう
とした2015年の給付体制改正が国民基礎生活保障受給
者の就労有無に対する影響を表す交差項ダミーに関して
は、いずれのモデルにおいても正の値を表しており、
2015年の改正が基礎生活保障受給者の就労を促進して



表５　記述統計量

変数 標本数 平均 標準偏差 最小値 最大値
就労有無 4,380 0.457991 0.498289 0 1

年間勤労時間 4,380 933.5752 1116.327 0 5760

年間勤労収入（単位：万ウォン） 4,380 1307.458 3878.579 -2845 86292

時期ダミー 4,380 0.467352 0.49899 0 1

トリートメントグループミー 4,380 0.2 0.400046 0 1

交差項ダミー 4,380 0.087443 0.282515 0 1

 性別 4,380 0.406164 0.491172 0 1

年齢 4,380 47.62831 14.68714 22 68

教育水準 4,380 0.23379 0.423289 0 1

健康状態 4,380 3.154566 0.97612 1 5

結婚 4,380 0.429452 0.495055 0 1

基礎生活保障受給 4,380 0.2 0.400046 0 1

年間年金収入（単位：万ウォン） 4,380 30.82909 129.2626 0 1608

世帯主 4,380 0.453196 0.497861 0 1

世帯員数 4,380 2.730365 1.291191 1 8

世帯類型 4,380 0.755936 0.42958 0 1

傾向スコア 4,380 0.146428 0.138012 0.004757 0.766129

表６　就労有無に関するDID 推定の結果

変数 モデル⑴ モデル⑵ モデル⑶ モデル⑷

時期ダミー -0.0332
（0.0678）

-0.0130
（0.0688）

-0.0509
（0.0723）

0.000368
（0.0746）

トリートメントグループダ
ミー

-0.126
（0.102）

-0.129
（0.103）

-0.133
（0.108）

-0.203*
（0.110）

交差項ダミー 0.0329
（0.153）

0.0243
（0.155）

0.0560
（0.161）

0.0402
（0.164）

性別 0.588***
（0.0624）

0.266***
（0.0694）

0.250***
（0.0714）

年齢 -0.00845***
（0.00209）

-0.0327***
（0.00313）

-0.00894**
（0.00364）

結婚 0.738***
（0.0861）

0.685***
（0.0887）

世帯主 1.342***
（0.0887）

1.378***
（0.0909）

世帯員数 0.175***
（0.0319）

0.152***
（0.0330）

教育水準 0.647***
（0.0895）

健康状態 0.396***
（0.0385）

年間年金受給額 -0.00169***
（0.000306）

定数項 -0.131***
（0.0467）

0.0218
（0.112）

-0.0770
（0.182）

-2.494***
（0.262）

サンプル数 4,380 4,380 4,380 4,380

注）*p<.05, **p<.01, ***p<.001
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いるような傾向を表しているが、統計的に有意な結果で
はないためその傾向が存在するという結論には至らな
かった。得られた傾向からその原因を類推してみると、
制度改正により一括給付ではなく個別給付となったた
め、最低生活費の保障に当たる生計給付以外の給付を受

給するようになったとしても、生活のためには就労を選
択せざるを得なかったという推論が可能であろう。
　一方、コントロール変数として用いた性別、年齢、結
婚、世帯主、世帯員数、教育水準、健康状態および年間
年金受給額は、いずれのモデルにおいてもすべて統計的



表７　年間勤労時間に関するDID 推定の結果

変数 モデル⑴ モデル⑵ モデル⑶ モデル⑷ モデル⑸ モデル (6) モデル⑺ モデル⑻

 時期ダミー -74.77**
(37.57)

-74.42**
(37.38)

-86.56**
(36.29)

-66.03*
(36.24)

-0.119***
(0.0301)

-0.110***
(0.0300)

-0.0963***
(0.0297)

-0.102***
(0.0300)

トリートメントグルー
プダミー

-298.1***
(56.32)

-298.6***
(55.98)

-268.0***
(54.21)

-290.8***
(53.74)

-0.325***
(0.0468)

-0.326***
(0.0465)

-0.308***
(0.0468)

-0.298***
(0.0467)

交差項ダミー 39.83
(84.46)

28.39
(83.97)

46.95
(80.58)

47.64
(79.90)

0.0423
(0.0702)

0.0397
(0.0698)

0.0342
(0.0687)

0.0401
(0.0684)

性別 242.5***
(34.00)

105.4***
(35.24)

92.91***
(34.95)

0.0600**
(0.0271)

-0.0229
(0.0308)

-0.0310
(0.0310)

年齢 2.800**
(1.139)

-8.036***
(1.519)

-0.501
(1.746)

0.00474***
(0.00106)

0.000998
(0.00134)

-0.00252
(0.00157)

結婚 492.9***
(42.01)

461.5***
(41.75)

0.142***
(0.0345)

0.156***
(0.0345)

世帯主 566.3***
(41.88)

557.5***
(41.56)

0.206***
(0.0344)

0.207***
(0.0343)

世帯員数 108.5***
(15.77)

96.55***
(15.72)

0.0506***
(0.0123)

0.0493***
(0.0124)

教育水準 139.7***
(43.41)

-0.127***
(0.0354)

健康状態 149.7***
(18.40)

0.00507
(0.0151)

年間年金受給額 -0.476***
(0.130)

0.000505***
(0.000140)

定数項 1,025***
(25.89)

793.7***
(61.37)

599.0***
(90.83)

-200.1
(124.6)

7.516***
(0.0208)

7.260***
(0.0565)

7.143***
(0.0762)

7.319***
(0.106)

サンプル数 4,380 4,380 4,380 4,380 2,151 2,151 2,151 2,151

R-squared 0.011 0.023 0.101 0.120 0.041 0.052 0.086 0.097

注）*p<.05, **p<.01, ***p<.001
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に有意な推定結果が得られた。モデル⑷での推定係数
は、男性が0.250（p<.001）、結婚して同居しているが
0.685（p<.001）、世帯主が0.378（p<.001）、世帯員数が
0.152（p<.001）、教育水準が0.647（p<.001）、健康状態
が0.396（p<.001）の結果となり、就労と強い正の因果
関係にある結果が得られた。一方、年齢は-0.00894

（p<.01）であり、就労とは負の因果関係にある結果を表
した。これらコントロール変数の結果は社会の一般的な
傾向と一致する結果であろう。
⑶　受給者の年間勤労時間に与える影響

　ここでは受給者の年間勤労時間について分析を行っ
た。労働供給の側面を把握するためには、就労有無だけ
でなく、勤労時間の変化も重要な尺度となる。ここでは
2015年の制度改正が基礎生活保障受給者の年間勤労時
間にどのように影響しているかを明らかにするために、
パネルデータ分析に有用な固定効果モデルを用いて DID

分析を行った。モデル⑴からモデル⑷までは、従属変数
が年間勤労時間（単位：時間）であるが、モデル⑸から
モデル⑻までの従属変数は、年間勤労時間に自然対数を
取った値であり、年間労働時間の変化率を表す。自然対
数を取ったために年間勤労時間が０であるサンプルは除

かれ、モデル⑸からモデル⑻まではサンプル数が4,380

から2,151に減少している。年間勤労時間に関する推定
結果は表７の通りである。
　勤労時間に与える影響に関しても上記の就労有無と類
似した推定結果となっていることがわかる。年間勤労時
間においても年間勤労時間の変化率においても、いずれ
も統計的に有意に2015年より2018年の方が減少してい
る結果となっており、また、国民基礎生活保障受給者の
方が減少している結果となっている。とりわけ、受給者
は受給者ではない人と比べ、年間勤労時間が290.8時間
も短く、年間勤労時間の減少率も29.8％に及ぶことが明
らかになった。
　一方、本研究で最も焦点を当てている交差項ダミーの
効果は、いずれの推定モデルにおいても有意義ではな
かったが、基礎生活保障を受給し続けている場合、2015

年の前後では年間勤労時間と年間労働時間の変化率が増
加している結果が得られた。この結果は統計的に有意で
はなく因果関係を認めることができないが、推論として
上記の就労有無の方で論じたようなことが背景となって
いると考えられる。
　コントロール変数として用いた変数がモデル⑻におい



表８　年間勤労収入に関するDID 推定の結果

変数 モデル⑴ モデル⑵ モデル⑶ モデル⑷ モデル⑸ モデル (6) モデル⑺ モデル⑻

時期ダミー -221.7*
(130.7)

-207.4
(129.1)

-263.0**
(127.3)

-280.6**
(127.8)

-0.133***
(0.0492)

-0.120**
(0.0484)

-0.116**
(0.0456)

-0.138***
(0.0454)

トリートメントグルー
プダミー

-1,006***
(195.9)

-1,007***
(193.3)

-950.0***
(190.1)

-977.2***
(189.5)

-0.605***
(0.0779)

-0.598***
(0.0765)

-0.527***
(0.0723)

-0.569***
(0.0717)

交差項ダミー 327.0
(293.8)

278.0
(290.0)

327.1
(282.6)

377.5
(281.7)

0.0712
(0.117)

0.0751
(0.115)

0.0732
(0.107)

0.0921
(0.106)

性別 1,285***
(117.4)

803.8***
(123.6)

765.2***
(123.2)

0.437***
(0.0438)

0.196***
(0.0443)

0.180***
(0.0441)

年齢 5.389
(3.932)

-29.11***
(5.328)

-11.75*
(6.156)

-0.00129
(0.00156)

-0.0185***
(0.00193)

-0.0101***
(0.00228)

結婚 1,283***
(147.3)

1,235***
(147.2)

0.646***
(0.0520)

0.612***
(0.0517)

世帯主 1,832***
(146.9)

1,780***
(146.5)

0.758***
(0.0528)

0.756***
(0.0522)

世帯員数 255.5***
(55.31)

237.5***
(55.43)

0.103***
(0.0192)

0.0963***
(0.0191)

教育水準 591.0***
(153.0)

0.180***
(0.0531)

健康状態 331.3***
(64.85)

0.166***
(0.0236)

年間年金受給額 0.615
(0.457)

-0.000301
(0.000207)

定数項 1,584***
(90.07)

803.1***
(211.9)

572.6*
(318.5)

-1,338***
(439.1)

7.113***
(0.0338)

6.971***
(0.0827)

6.917***
(0.110)

5.978***
(0.160)

サンプル数 4,380 4,380 4,380 4,380 2,696 2,696 2,696 2,696

R-squared 0.008 0.035 0.085 0.094 0.039 0.074 0.196 0.215

注）*p<.05, **p<.01, ***p<.001
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て勤労時間の変化率に与える影響については、結婚、世
帯主、世帯員数および教育水準が有意な結果が得られて
おり、結婚して同居している場合は15.6％、世帯主の場
合は20.7％、世帯員数が１人増えれば4.93％の勤労時間
の増加という結果が得られており、教育水準が高ければ
逆に12.7％労働時間が減少する結果となった。他のモデ
ルにおける詳細結果については表７を参照されたい。
⑷　受給者の年間勤労収入に与える影響

　最後に、基礎生活保障受給者の年間勤労収入に与える
影響に関して推定を行った。ここでは上記の年間勤労時
間分析と同様に固定効果モデルを用いて DID分析を
行った。また、モデル⑴からモデル⑷までは従属変数が
年間勤労収入（単位：万ウォン）であるが、モデル⑸か
らモデル⑻までの従属変数は、年間勤労収入に自然対数
を取った値であり、年間勤労収入の変化率を表す。年間
勤労収入に関する推定結果は表８の通りである。
　年間勤労収入に与える影響についても上記の⑶の年間
勤労時間に関する分析と類似した結果が得られた。今回
も年間勤労収入と年間勤労収入の変化率においてもいず
れも統計的に有意に2015年より2018年の方が減少した。
次に、当然な結果かもしれないが受給者の方が年間勤労

収入が少ない結果が得られたが、具体的には950万ウォ
ンから1,007万ウォン少なく、割合としては52.7％から
60.5％少ない推定値が得られた。しかし、受給者に対す
る2015年度給付体系改正の効果を推定する交差項では、
残念ながらいずれのモデルにおいても統計的に有意な結
果が得られなかったが、金額においても変化率において
も正の値が得られている。この結果に関しては、韓国社
会の名目所得の上昇を一部反映しているともみなせる。
　最後に、モデル⑷とモデル⑻を比較しながらコント
ロール変数が与えている影響について考察する。２つの
モデルとも性別、年齢、結婚、世帯主、世帯員数、教育
水準、健康状態の変数から統計的に有意な結果が得られ
ており、正負においても同じ結果が得られた。具体的に
は、世帯主が世帯主ではない人より1,780万ウォン（75.6）
多い、既婚して同居している方がそうではない人より
1,235万ウォン（61.2％）多い、男性が女性より765万ウォ
ン（18％）多い結果が得られた。さらに、教育水準が高
ければ591万ウォン（18％）多く、健康状態が良ければ
331万ウォン（16.6％）多い結果が得られた。一方、年齢
が１歳上がるにつれ11万８千ウォン（１％）が減少した。
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６．結びに代えて

　日本と同様に韓国においても、公的扶助制度において
就労による経済的自立への誘因は、健康で文化的な最低
限度の生活を保障することと一緒に主たる政策目標を構
成する。自立の概念をめぐっては経済的自立のほかにも
日常生活自立や社会生活自立も存在するが、少しでも稼
働能力を有する受給者に対しては、就労による経済的自
立を図る方向で政策が展開されているのは世界的な潮流
ともいえる。韓国においても自活事業をはじめ、様々な
経済的自立支援策が展開されている。
　本稿は、公的扶助制度において経済的自立支援策が展
開されているなか、公的扶助制度の給付体系そのものの
変化が公的扶助受給者にどのような勤労誘因効果をもた
らすかについて統計的手法を用いて検証を試みたもので
ある。具体的には、傾向スコアマッチング法と DID推
定法をミックスした因果推定方法を用いて、韓国の国民
基礎生活保障制度における2015年給付体系改革が基礎
生活保障受給者の労働供給にどのような影響を与えたか
を分析した。
　その結果、労働供給の変化を測定するために用いた３

つの従属変数である就労有無、年間勤労時間および年間
勤労収入のいずれの変数に対しても統計的に有意な結果
は得られなかった。この結果は、2015年に行われた国
民基礎生活保障制度の給付体系改正、具体的には一括給
付方式から個別給付方式への改正等が受給者の就労有無
や勤労時間、勤労所得に影響を与えていないということ
を意味するものではない。
　統計的に有意ではないという結果は、制度改正前の時
期を分析対象としたイサンウン（2004）の結果および制
度改正後の研究ではあるが青年に限定して分析を行った
ジョンソンジ・ハゼヨン（2019）の研究結果と同様であ
る。一方、給付体系改正以前の研究ではあるが、ビョン
グクソン（2005）では中卒以下は高校中退よりも勤労時
間が1.5倍減少するという結果を報告している。そして、
本研究では受給者の方が３つの従属変数すべてにおい
て、就労有無、年間勤労時間、年間勤労収入に強い負の
影響を与えている結果が得られており、この結果からも
2015年度の給付体系改革の影響が有意ではなかったか
ら労働供給への効果は認められないと結論づけるより
は、試論の段階に留まった本研究の限界を修正した上、
再度分析を試みることが求められると考えられる。
　まず、2015年に行われた給付体系改正を正確に反映
すべきである。本稿では2015年の前後という時期ダミー
を設定しているが、より正確に給付体系の実態を反映す
るためには、一括給付方式から個別給付公式への転換を

緻密にコントロールする必要がある。次に、本稿は一般
労働市場への就労を測ったものであり、国民基礎生活保
障制度上の条件付き就労支援制度である「自活事業」へ
の参加は評価されていない。また、公的扶助を受給する
ことに対する心理的変化に関する考慮も一切なされてい
ない。スティグマやモラルハザード、就労意欲等も考慮
する必要があると考えられる。また、雇用環境や最低賃
金など経済状況の変化のコントロールも求められる。最
後に、DID推定では国民基礎生活保障制度の制度改正以
外の社会的・経済的・文化的要因はコントロールグルー
プにもトリートメントグループにも同じ影響を与えると
いう仮定の下で分析する統計手法であるため、このよう
な要因をいかにコントロール可能にするかも大きな課題
となる。これらについては今後の研究課題としたい。

注

* 愛知県立大学教育福祉学部社会福祉学科准教授（s-kim@ews.aichi-
pu.ac.jp）

１） 日本の生活保護法では「扶助」という用語が使われているが、
韓国の国民基礎生活保障法では「給与」用語が使われている。し
かし、ここでは「給与」の代わりに「給付」という用語を使うこ
ととする。

２） 生計給付、医療給付、住宅給付、教育給付、出産給付および葬
祭給付は、それぞれ日本の生活扶助、医療扶助、住宅扶助、教育
扶助、出産扶助および葬祭扶助に対応するとみなしてよいが、自
活給付は、日本の生業扶助と生活困窮者自立支援制度を合わせた
ものに近い。

３） 詳細内容については、韓国労働研究院「韓国労働パネル調査の
紹介」を参照せよ。

４） 詳細内容については、韓国保健社会研究院「韓国福祉パネル調
査の紹介」を参照せよ。

５） 本稿で用いる傾向スコアマッチング法と差分の差分推定法に関
する説明では、同様の統計的技法を使った金碩浩（2022）を大い
に参考・引用している。

６） ここでの脆弱世帯とは、単身世帯、ひとり親世帯、少年少女世
帯および祖父母世帯をさす。
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